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［１］人工地震探査概要 

南九州の大隅半島〜姶良カルデラ〜薩摩半島〜甑海域を東西に横断する約165 km長の人工地震探査測線を設

定し，2017年と2018年に観測を実施した．陸域の測線上に約100m間隔で830点，海域の測線上には1 kmま

たは2 km間隔で42点の観測点を展開した．人工震源には，2017年は陸域で9カ所の爆薬震源（各薬量

200kg）を，2018年はエアガン（容量6000 cubic inch）を海域測線上で100m（一部の区間では50m）間隔

で発震すると共に，陸域では大型バイブレータ4台による多重発震を使用した（JpGU，2019）． 

［２］走時データと解析手法 

2018年のエアガン震源による走時データは膨大な量であるため，今後，データ整理が終わり次第，データ解

析に用いる．今回は，2017年度のP波初動走時データに2018年の観測で得られた新たなP波初動走時データの

一部を加え，解析を実施した．解析手法は，これまでと同様に，二次元トモグラフィー法（LTI法（Asakawa

and Kawanaka, 1993），SIRT法）である．高密度な観測点配置と高密度な爆薬震源及びエアガン発震を考慮

し，トモグラフィー法における各セルサイズを200m×200mとし，測線下の詳細な速度構造（暫定版）の推定

を試みた．また，エアガン発震時に曳航したストリーマーケーブルのデータの解析も行った． 

［３］解析結果 

ストリーマーケーブルデータの解析により，測線B（桜島の北方海域）では，水平成層を示唆する複数の明瞭

な反射面が深さ2km以浅で確認できた．一方，測線H（桜島の南方海域）測線D（甑海域）では，多くの断裂

構造が検出された． 

主測線下の速度構造については，データ量が増えたことにより，従来の解析結果よりも，より安定した解が得

られる傾向である．発表時に詳細を報告する．

 
 

S06-21 Seismological Society of Japan Fall Meeting

© The Seismological Society of Japan - S06-21 -


